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(取引証拠金規則運用要綱) 

取引証拠金規則運用要綱取引証拠金規則運用要綱取引証拠金規則運用要綱取引証拠金規則運用要綱    

 

（（（（目的目的目的目的））））    

第１条 この要綱は、取引証拠金等に関する規則（以下「証拠金規則」という。）

に基づき、当社が定める事項及び同規則の運用にあたり必要な事項について

規定する。 

 

（（（（取引受渡取引受渡取引受渡取引受渡証拠金証拠金証拠金証拠金のののの額額額額））））    

第２条 証拠金規則第５条及び第６条に規定する取引受渡証拠金の額は、指定

市場開設者から通知を受けた額を計算の基礎として当社が定める額とする。 

 

（（（（充用有価証券等充用有価証券等充用有価証券等充用有価証券等））））    

第３条 証拠金規則第９条に規定する充用有価証券及び倉荷証券の取扱いに関

する事項は、充用有価証券に関する取扱要綱に定めるところによるものとす

る。 

２ 証拠金規則第１１条第５項に規定する充用価格は、充用有価証券に関する

取扱要綱に基づき算出した額とする。 

 

（（（（取引証拠金取引証拠金取引証拠金取引証拠金のののの預託方法預託方法預託方法預託方法））））    

第４条 証拠金規則第１０条、第１１条第１項から第３項及び第５項、第１２

条、第１３条第１項及び第３項並びに第１５条に規定する取引証拠金の預託

は、清算参加者が決済銀行に設ける決済口座からの口座振替により行うもの

とする。 

２ 当社が特に必要と認めた場合にあっては、前項の規定にかかわらず、前項

の口座振替によらない預託方法をとることができるものとする。 

 

（（（（時価評価額時価評価額時価評価額時価評価額））））    

第５条 証拠金規則第１１条第２項に定める充用有価証券等の時価評価額は、

毎月１０日（休日の場合は、順次繰り上げる。）の市場価格等を基準とした額

とし、その適用期間は、当該月の２５日（休日の場合は、順次繰り下げる。）

から翌月の２４日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、時価が充用価格を下回ったときは、充用価格の

変更とあわせて時価を変更するものとする。 

 

（（（（主務大臣主務大臣主務大臣主務大臣がががが命命命命じたじたじたじた場合場合場合場合のののの取引証拠金取引証拠金取引証拠金取引証拠金のののの額額額額のののの変更変更変更変更））））    
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第６条 商品先物取引法第１１８条の規定に基づき、主務大臣が取引証拠金の

額の変更を命じたときは、その内容を踏まえて当社が定める額とする。 

 

（（（（取引証拠金取引証拠金取引証拠金取引証拠金のののの額額額額のののの申告申告申告申告））））    

第７条 証拠金規則第２１条に規定する取引証拠金の額の申告時限は、原則と

して午後７時とする。 

 

（（（（委託者委託者委託者委託者のののの返還請求権返還請求権返還請求権返還請求権））））    

第８条 証拠金規則第３０条第３項（第３３条において準用する場合を含む）

及び第３３条の２第２項の規定に基づく委託者の返還請求権の行使は、別紙

申告書によりこれを行うものとする。 

２ 前項の規定により返還請求権の申告を行う場合において、委託証拠金に係

る充用有価証券等の時価評価額は、原則として、証拠金規則第３０条第２項

の規定に基づき返還請求権を当社に対し直接行使することができることとな

った日の時価等によりこれを算出するものとする。 

 

（（（（移管移管移管移管されたされたされたされた未決済約定未決済約定未決済約定未決済約定にににに係係係係るるるる取引証拠金取引証拠金取引証拠金取引証拠金のののの返戻等返戻等返戻等返戻等））））    

第９条 証拠金規則第３２条に規定する当社への申告は、所定の書式により行

うものとする。 

 

（（（（差換預託差換預託差換預託差換預託ＬＧＬＧＬＧＬＧ契約契約契約契約にににに係係係係るるるる契約額契約額契約額契約額のののの届出届出届出届出））））    

第１０条 証拠金規則第３５条第１項に規定する契約額の届出の方法並びに第

３７条に規定する差換預託ＬＧ契約に関し必要な事項は、「差換預託ＬＧ契約

に関する取扱要綱」によるものとする。 

 

（（（（直接預託直接預託直接預託直接預託ＬＧＬＧＬＧＬＧ契約契約契約契約にににに係係係係るるるる契約額契約額契約額契約額のののの届出届出届出届出））））    

第１１条 証拠金規則第３７条の４第１項に規定する契約額の届出の方法並び

に第３７条の６に規定する直接預託ＬＧ契約に関し必要な事項は、「直接預託

ＬＧ契約に関する取扱要綱」によるものとする。 

 

（（（（改正権限改正権限改正権限改正権限））））    

第１２条 本要綱の変更は、代表取締役社長の決裁をもって行うものとする。 

    

    

附附附附    則則則則    

この要綱は、平成１７年５月１日から実施する。 
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附附附附    則則則則    

第９条（委託者の返還請求権）第１項の変更規定及び同条第２項の新設規

定は、平成１７年１１月９日から実施する。 

 

附附附附    則則則則    

第７条（先物取引に係る債務の区分の特例）を削除し、第８条を第７条に

改め、以下１条ずつ繰り上げる変更規定は、平成１８年４月４日から実施す

る。 

    

附附附附    則則則則    

第７条（取引証拠金の額の申告）の変更規定は、平成２０年１月７日から

実施する。 

    

附附附附    則則則則    

第７条（取引証拠金の額の申告）の変更規定は、平成２１年７月１日から

実施する。 

    

附附附附    則則則則    

第２条（証拠金の額）の変更規定は、平成２１年１０月８日から実施する。 

 

附附附附    則則則則    

  第１０条の変更規定並びに第１１条の新設規定は平成２２年７月１日から

実施する。 

 

附附附附    則則則則    

  第８条（委託者の返還請求権）の変更規定並びに第１２条（改正権限）の

新設規定は平成２３年１月１日から実施し、第２条（取引受渡証拠金の額）

及び第６条（主務大臣が命じた場合の取引証拠金の額の変更）の変更規定は

平成２３年１月４日から実施する。 

 

附附附附    則則則則    

第４条（取引証拠金の預託方法）の変更規定は、平成２５年４月３０日か

ら実施する。 

 


